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基 本 方 針 組織・機構の見直し

行財政改革実施計画・行動計画票

77 実施済み

担 当 課 名 総務課

重 点 項 目 組織機構のあり方の検討

取 組 項 目 組織・機構改革による課の統廃合、再編

経過・現状
・合併以降、事務処理等に追われ、新町の重点施策や住民サービスへの対応が充分に機能されている状況とはいえ
ない。
・本庁・支所の機能のあり方を含めた検討と、機能的な行政組織に向けた組織・機構の見直しが必要である。（H17.4.1現在）

推　　　     進
スケジュール

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
目 標 年 次 平 成 18 年 度

検討 実施 － － －

平 成実 績 評 価
Ａ Ａ －

18 年 度
計画どおり 計画どおり － － －

－ －
達 成 年 次

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

① 目標 　機構改革による課の統廃合及び再編

② 期待され
    る効果

・集中的な人的投入により、財政再建に向けた収入増対策や重点施策の強力な推進による地域経済の活性化や雇
用対策に向けた行政組織の確立。さらに、住民サービスの維持・向上を図る。

③ 必要性
　　問題点

・財政再建と住民サービス確保のためには、将来を見据えた行政組織の確立が重要であり、その具体的な取り組み
が求められている。そのために、本庁・支所間や旧町間の垣根を越えた職員の意識改革が必要である。

④ 対象 　全職員

⑤ 手段 年度 実施内容・予定時期 効果額合計( 0

１７年度
（実績）

・プロジェクト会議の設置・検討により、Ｈ18～22年度までの「見
直し要綱」を策定。
・係長クラスによる事務分掌作業部会の設置・検討により、Ｈ18
年度機構改革後の事務分掌確定。

効
果

歳入（

歳出（

１８年度
（実績）

・Ｈ１8年6月に組織及び機構改革を実施。
・実施後の機能状況や問題点等を的確に把握するため、「点
検作業プロジェクト」を設置し、①見直し後の住民サービスの状
況、②重点項目の進捗状況、③各課・係の連携状況、④本庁
と支所の連携、について点検作業を行った。

効
果

歳入（

歳出（

１９年度

・点検作業の結果に基づき、組織及び機構改革に向けた協議
を実施

効
果

歳入（

歳出（

２０年度

効
果

歳入（

歳出（

改正時期

２１年度

効
果

歳入（

歳出（

Ｈ18年3月・6月関係例規等 名称 課の設置条例、事務組織規則等
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基 本 方 針 組織機構の見直し

行財政改革実施計画・行動計画票

78 実施済み

重 点 項 目 組織機構のあり方の検討

取 組 項 目 組織・機構改革による課の統廃合、再編

経過・現状
・本庁及び支所のあり方を含めた検討や、機能的な行政組織に向けた組織、機構の見直しが必要であ
り、用地や契約事務等を専門的に取り扱う部署が必要であった。

（H17.4.1現在）

推　　　     進
スケジュール

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
目 標 年 次 平 成 18 年 度

検討 実施 － － －

平 成実 績 評 価
B A －

18 年 度
計画見直し 計画どおり － － －

－ －
達 成 年 次

行
　
　
動
　
　
概
　
　
要

① 目標 　機構改革による課の統廃合及び再編

② 期待され
    る効果

・行政運営の効率化
・意志決定の迅速化
・集中的な事務の取扱

③ 必要性
　　問題点

・社会情勢の変化にあわせて、適宜、組織面で機動的な見直しが必要。

④ 対象 　遊休町有財産

⑤ 手段 年度 実施内容・予定時期 効果額合計( 0

１７年度
（実績）

・プロジェクト会議での検討により、作業部会を設置し、平成18
年度機構改革後の事務分掌が確定された。

効
果

歳入（

歳出（

１８年度
（実績）

・機構改革の実施（6月）。
・監理課に監理班、用地班、管財班が設置され、特に、遊休財
産等等の販売について取り組むここととした。

効
果

歳入（

歳出（

１９年度

効
果

歳入（

歳出（

２０年度

効
果

歳入（

歳出（

効
果

歳入（

歳出（

担 当 課 名 監理課

関係例規等 名称 改正時期

２１年度


